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ルビオ長官からの書簡 

米国民の皆様へ 

米国は、保健分野における世界のリーダーです。米国では、世界のどこよりも革新的な医薬

品や医療機器が開発されています。病気になったとき、米国ほど十分な治療を受けられる国

はありません。 

我が国は過去数十年にわたり、世界の保健分野においてリーダーシップを拡大してきました。

世界中で発生した何千件もの感染症の流行を封じ込める支援をし、多くのパンデミックの可

能性を米国の水際で阻止してきました。最も注目すべき米国大統領エイズ救済緊急計画

（PEPFAR）をはじめとする保健分野の対外援助プログラムは、2,600 万人以上の命を救い、

780 万人の乳児が HIV／エイズに感染した状態で生まれるのを防いできました。多くの誇る

べき成果があります。 

しかし、問題も多く、我が国の対外援助プログラムは深刻な欠陥を抱えています。特に保健

分野の対外援助プログラムは非効率で無駄が多く、受入国ではしばしば、複数の医療提供シ

ステムが並行して構築されると同時に、依存文化が生まれています。こうしたプログラムを

支援する NGO の多くは、業務を現地の政府に移行するよう後押しをすると繰り返し約束し

てきましたが、ほとんど進展していません。これは、多くの場合、受入国の意欲の不足によ

るものではなく、我が国の欠陥のある対外援助制度と、NGO が自身を永続させようとする

歪んだ動機に起因しています。 

我々は、保健分野の対外援助プログラムの優れた点を維持しつつ、欠陥を迅速に修正しなけ

ればなりません。この戦略は、まさにそれを実践するための計画を提示するものです。本報

告書では、グローバルヘルスの外交と対外援助において米国をより安全に、より強固に、よ

り豊かにする「米国第一グローバルヘルス戦略」を詳述しています。この戦略では、現行制

度の非効率、無駄、依存性を終わらせるビジョンを示しています。そこでは、感染症の発生

を我が国に到達する前に食い止め、数百万人の命を救いながら我が国の国益を促進する強力

な二国間協定を締結し、米国の医療イノベーションを世界中で推進し、輸出する後押しをす

るという、前向きで未来志向のビジョンを提示しています。 

我が国は引き続き世界の保健分野のリーダーであり、世界で最も寛大な国であり続けますが、

それは、米国民に直接利益をもたらし、米国の国益を直接促進する方法で実施します。今後

数カ月、数年のうちにこのビジョンを実現できることを楽しみにしています。 

敬具 

 
マルコ・ルビオ 
米国国務長官 
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エグゼクティブ・サマリー 

米国は、グローバルヘルスにおける世界のリーダーです。米国のグローバルヘルスプログラ

ムは、この 25年間で数千件の感染症の発生が米国に到達するのを水際で防ぎ、2,600万人以

上の命を救い、780 万人の乳児が HIV／エイズに感染した状態で生まれるのを阻止してきま

した。 

しかし、我が国のグローバルヘルスプログラムは、非効率で無駄の多いものになりました。

現在、保健分野の対外援助資金のうち最前線の物資や医療従事者に届いているのは 40％未

満です。その内、約 25％が物品（診断機器、医薬品など）の購入に充てられ、約 15％が 27
万人以上の最前線の医療従事者（主に看護師や地域の医療従事者）の雇用に充てられていて

います。残りの 60％の資金は、技術支援、プログラム管理、その他の間接費に支出されて

います。 

この非効率は、数々の理由から時間をかけて蓄積されてきました。HIV／エイズ対策が始ま

って間もないころ、最も深刻な影響を受けた多くの国々で、医療提供力はきわめて低いもの

でした。その結果、米国は医療提供能力の直接的な構築に投資することをしばしば選択し、

国の保健制度との結び付きは最小限に留まることが多くなりました。この戦略は、医療成果

を劇的に向上させる成功を収めたものの、その結果、複数の調達システムや供給網が並存し

ていたり、プログラムごとに医療従事者やデータシステムが存在したりといった状況も頻発

しました。 

この問題は、議会が近年グローバルヘルスプログラムに多額の資金を投入し続けていること

によって悪化の一途をたどっているにもかかわらず、改善する動きはほとんどありません。

この問題は、特に技術支援やプログラム管理で多くの資金提供を受けている NGO によって

さらに悪化しています。彼らは、機能を現地の政府に移管しようと努力するのではなく、自

身を永続させるという歪んだ動機に動かされているのです。結果的に、最近の 3 代の大統領

政権がローカルオーナーシップを強化してグローバルヘルスプログラムを移行する戦略を策

定したにもかかわらず、ほとんど進展が見られません。今こそ、この状況を変えるときです。 

本文では、米国がグローバルヘルスでリーダーシップを発揮するための前向きで先見性のあ

るビジョンである「米国第一グローバルヘルス戦略」を提示します。米国民の利益を優先し、

米国をより安全に、より強固に、より豊かにする計画です。そうすることで、世界中の何百

万人もの命を救い、諸外国が強靭で永続的な保健制度を構築できるよう支援します。 

より安全に。我が国は、感染症の発生を 7 日以内に発見できる世界的監視システムへの支援

を継続し、それにより米国民の安全を確保します。これは、可能な限り現地に米国政府職員

を配置し、発生リスクが特に高い地理的地域には多くの職員を配置するなど、各国との二国

間関係を通じて実現します。感染症の発生時には、現地政府と連携して迅速に対応できるよ
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う備えます。資金を大幅に増強し、発生を封じ込め、旅行者を適切に検査し、そして可能な

限り最大限、感染症の米国上陸や海外在住の米国人の被害がないよう備えます。 

より強固に。グローバルヘルスにおける米国の対外援助プログラムは、単なる援助ではあり

ません。世界中で米国の二国間利益を促進するための戦略的な仕組みなのです。今後は、保

健分野の対外援助を活用して米国が優先する事項を推進しながら、各国が強靭で永続的な自

国の保健制度を構築するよう促していきます。これは、明確な目標と行動計画を示した複数

年の二国間協定を被援助国と締結することにより、慎重に実施します。 

こうした二国間協定により、最前線で使用されるあらゆる物資の購入費、および最前線で患

者にサービスを直接提供するすべての医療従事者の人件費に対する財政支援が全額保証され

ます。さらに、各国と連携して、感染症の発生可能性に加え、医療成果をより幅広く監視で

きるデータシステムも整備するようにします。これらのシステムを各国の長期的な保健情報

システムに統合し、将来にわたって感染症発生と医療成果を確実に監視できるようにします。

また、技術支援の対象を、個別の臨床現場から重要機能の政府への引き継ぎへ迅速に移行す

るよう働きかけていきます。これには、政府間支援の拡大に加え、民間セクターや信仰に基

づく組織の活用も含まれます。最後に、各国政府に対して、これらの取り組みへの共同投資

を要請し、米国と協力して将来の米国による保健分野の対外援助資金の拠出に必要となる実

績基準に合わせるよう求めます。 

米国による保健分野の対外援助の大部分を受け取る被援助国との二国間協定を 2025年 12月

31 日までに締結し、これらの新たな協定の履行を 2026 年 4 月までに始めることを目指して

います。 

より豊かに。何よりもまず、感染症の流行を発生地に封じ込め、米国人の命と米国経済を守

ることで、米国をより豊かにします。また、対外援助を活用して米国の企業とイノベーショ

ンを海外で推進します。これには、米国の対外援助プログラムの一環として米国企業が物品

を継続的に調達することが含まれます。さらに、各国との二国間関係を活用し、米国の医療

分野におけるイノベーションと製品を世界でより広く推進し、米国のイノベーションが世界

中の保健医療制度の基盤となるようにします。 

 
米国の保健分野の対外援助における成果 

米国はこれまでも現在も、保健分野における世界のリーダーであり続けています。このリー

ダーシップにより、数千件もの感染症の発生が米国に届くのを水際で阻止され、国の安全が

守られてきました。毎年、世界中で数百件の懸念すべき感染症が発生しており、その中には

エボラ出血熱、エムポックス、高病原性インフルエンザ株の発生も含まれています。2024
年には、アフリカ大陸だけで 100 件以上の感染症が発生しました。 
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米国は、こうした発生地で積極的に対処し、多くの場合、感染症を米国の水際から遠ざけて

おくことに成功しています。2025 年 9 月の時点で、国務省（DOS）と保健福祉省（HHS）
には、海外で勤務するグローバルヘルスの専門家が 1,700 人以上います。 

今年だけでも、米国政府はウガンダに発生したエボラ出血熱とタンザニアのマールブルグ病

が大流行にならないよう支援しました。米国の取り組みには、検体の同定と配列決定のため

の検査診断機器の配備、訓練された米国職員の派遣による接触者追跡の実施、感染患者とそ

の接触者へのワクチンや治療法の提供、出入国地点における効果的な国境検疫の実施支援が

含まれます。いずれの流行においても、米国政府の積極的な取り組みが大きく奏功し、米国

への上陸事例は見られませんでした。 

米国はまた、グローバルヘルスの対外援助における世界のリーダーでもあり、2001 年以降、

2,040 億ドルを超える保健分野の対外援助を提供してきました。これは、どの国よりも

1,000 億ドル多く、同期間における世界のグローバルヘルスにおける援助総額のほぼ 3 分の

1 に当たります。この資金の大半は、世界で最もまん延し致死率の高い（が、予防と治療が

可能な）感染症である HIV／エイズ、マラリア、結核（TB）との闘いに充てられました。 

これらの投資により、医療成果は過去 25 年間で飛躍的に向上しました。PEPFAR だけでも

2,600 万人の命を救い、780 万人の乳児が HIV に感染した状態で生まれてくるのを防いでき

ました。2000 年から 2024 年の間に、エイズ関連疾患による年間死亡者数は 180 万人から

63 万人に減少し、新規の年間 HIV 感染者数は 290 万人から 130 万人に減少しました。2000
年から 2024 年にかけて、マラリアによる死亡者数は世界で毎年約 20 万人減少しました。

2000年から 2023年までに、結核の発生率は約 25％減少し、結核による年間死亡者数は 140
万人減少しました。 

その成果はサハラ以南アフリカではさらに目覚ましく、2000 年から 2023 年までに、HIV に

よる死亡者が 70％以上、結核による死亡者が 51％、マラリアによる死亡者が 63％減少しま

した。サハラ以南アフリカにおける全体の平均寿命は、2000 年から 2023 年の間に 11 年延

び、52 歳から 63 歳に上がりました。これは驚くべき成果です。 

 

2003 年以降、PEPFAR は 2,600 万人の命を救い、780 万人の乳児が

HIV に感染した状態で生まれるのを防いできました。 
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米国による保健分野の対外援助における見返りは、医療成果の向上をはるかに超え、多くの

受入国に安定と経済発展をもたらしています。例えば、第三者評価によれば、PEPFAR に

よる支援の対象国は、PEPFAR の支援がない場合と比較して、一人当たりの GDP 成長率が

2.1 パーセントポイント高くなっています。感染症の抑制によって、政治的安定性も向上し

ました。統治体制が脆弱な国々では、疾病の流行や健康危機から政情不安が悪化することが

多いためです。2004 年から 2011 年にかけて、PEPFAR 支援対象国では政情不安が 40％減

少したのに対し、同地域のPEPFAR支援非対象国ではわずか 3％の減少にとどまりました。

政情不安が国家安全保障の脅威の温床となり得ることを踏まえると、米国による的を絞った

保健分野の対外援助は、こうした脅威の発生を未然に防ぐのに一役買ってきました。 

また、保健分野の対外援助プログラムの一環として、米国の科学イノベーションを展開する

ことができました。例えば、国務省は今月、HIV による負担の高い国々で米国が開発した

HIV 予防薬のレナカパビルを 200 万人に提供する画期的なパートナーシップを発表したとこ

ろです。この予防薬はカリフォルニア州に本社を置くギリアド・サイエンシズ社が開発した

もので、米国政府の市場形成投資により、ギリアド社とレナカパビルは多くの新興市場で早

期に足場を築くことができます。 

米国のイノベーションには他にも、グローバルヘルス関連の組織が投資しています。例えば、

グローバルファンドは 2010年以降、米国企業から 35億ドル以上の物品やサービスを調達し

ていますし、他にも複数の国際医療機関が 2012 年以降、米国企業から 125 億ドルを超える

商品を購入しています。 

図 1：世界の死亡者数の減少 

HIV／エイズによる死亡者数 

結核による死亡者数 

マラリアによる死亡者数 

5 歳未満の子どもの死亡者数 
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保健分野の対外援助により、米国と外国との軍事的な関係も改善されました。主としてサハ

ラ以南アフリカ全体（米軍と外国軍がイスラム過激派に対して連携を強化している多くの

国々を含む）で、PEPFAR プログラムだけでも 19 の軍同士の協力関係が構築されています。 

  



2025 年 米国第一グローバルヘルス戦略｜8 

米国の保健分野の対外援助における問題

点 

米国のグローバルヘルスプログラムは、過去数十年間で最も成功した対外援助プログラムの

ひとつであることに疑いの余地はないものの、現行のグローバルヘルスプログラムには非常

に重大な問題もあります。主な課題が二つあり、米国が資金を出す現在のグローバルヘルス

提供システムに積もり積もった驚くべき非効率と無駄、そしてこれらのプログラムが多くの

受入国に生み出した依存文化です。この依存文化はしばしば、ローカルオーナーシップを弱

体化させ、現地主体の総合的で強靭な保健制度に向けて前進しようとする意欲を鈍らせます。 

深刻な非効率と無駄 

米国による保健分野の対外援助プログラムは非効率的です。米国大統領エイズ救済緊急計画

（PEPFAR）は、対外援助プログラムの歴史上最も堅固なデータ報告・監視システムの一つ

を構築しており、1 ドルごとに支出先を非常に詳細に追跡する能力があります。驚いたこと

に、このデータによれば、現地でのサービス提供、具体的には医療物資や医療従事者に直接

使われている資金は、PEPFAR 予算の約 40％だけなのです。 

47 億ドルにおよぶ PEPFAR の二国間予算のうち、医療物資の購入および関連する輸送・配

送を支援するために充てられているのは約 10 億ドルに過ぎません。この金額には、診断検

査、検査機器、ワクチン、治療薬（抗レトロウイルス薬など）、補助医療用品（手袋、マス

ク、ピペットなど）の購入費用全額に加えて、これらの製品を最終目的地まで輸送するため

に必要な費用が含まれています。 

PEPFAR はさらに、患者を治療する診療所で働く 27 万人以上の人々に対する財政支援にも

約 6 億ドルを費やしています。これに含まれているのは主に、感染症の予防・検査・治療サ

ービスの提供を担う、地域の医療従事者（208,800 人）と看護師（22,700 人）です。また、

進行した感染症のより複雑な症例を支援する少数の医師も含まれています。 

残りの 31 億ドルは、研修、指導、監督、品質管理、技術支援、プログラム管理、米国政府

職員の費用をはじめとした付随する支援活動に充てられています。この多額の技術支援費と

関連経費が生じた背景には、プログラムの歴史的経緯が大きく関わっています。プログラム

開始当初、多くの国々には診断検査や抗レトロウイルス療法（ART）などの必要な介入を実

施する能力がほとんどありませんでした。そのため米国は、現地でこの能力を形成できるよ

う、「実施パートナー」として知られるようになる組織と契約を結びました。 
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米国が構築した実施パートナーの体制は、当初は必要だったものの、今では重複が多く、き

わめて非効率的です。複数の実施パートナーが非常に類似した業務を割り当てられることが

あまりにも多く、大きな重複が生じています。この実施パートナー体制の複雑さにより、間

接費の多重層化が著しく増大しています。例えば、2024 年度には、ウガンダ単独で 57 の実

施パートナーと 300 を超える二次受入組織が、タンザニアでは 38 の実施パートナーと 350
を超える二次受入組織が、存在しました。2024 年度、実施パートナーは 6 億 7,800 万ドル

をプログラム管理に支出しており、ある実施パートナーはプログラム管理だけに 6,130 万ド

ルを費やしました。この費用は、多くの実施パートナーで巨額の間接費がかかっていること

により悪化しています。多くの実施パートナーで役員の給与が 50 万ドルを超えており（図

3）、100 万ドルを超えるところもいくつかあります。 

米国はまた、歴史的に疾病対策プログラムを縦割りで運用してきており、HIV／エイズ、結

核、マラリア、感染症流行対応はすべて別個のプログラムとして実行されてきました。その

ため、国ごと、疾病ごとに別々の計画立案プロセスや実施パートナーが存在することが多く、

相互の連絡や協力はほとんど見られませんでした。この調整の欠如により必然的に重複が発

生する結果となり、複数の疾病にまたがって投資を活用し、その効果を最大化する機会を逃

してしまいました。また、各国の保健制度がほぼ必ず疾病横断的に統合されていることから、

この疾病別の縦割り手法は、各国の既存の保健インフラへのプログラムの統合をより困難に

していました。 

パートナー国は、米国のグローバルヘルスプログラムの非効率をよく認識しています。最大

の受入国の一つは、ある公開報告書で次のように言及しています。「高額な間接費は援助国

と被援助国の双方にとって不透明なままである」。「実施パートナーである NGO との複数

契約が資金の断片化と重複を招いている」。  

図 2：PEPFAR 予算の支援種別内訳 

PEPFAR の全体支出 物件費の配分 医療従事者の人件費の配分 

物件費 

医療従事者の人件費 

その他 

抗レトロウイルス（ARV） 

臨床試験 

迅速な検査 

その他物件費 

流通費 

医師などの医療スタッフ 

看護師 

地域の医療従事者 

その他 
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今が、成果に実質的な影響を与えることなく、技術支援、プログラム管理、間接費といった

費用を大幅に削減できるまたとないチャンスです。実際のところ、プログラムが将来、受入

国主体に移行すれば、こうしたコスト削減は不可欠です。受入国の政府が現在の水準の間接

費をサポートすることは決してないからです。例えば、プログラムを長期的に持続可能にす

るためには、最終的にその国の保健省が研修、品質、プログラムの管理業務の多くを主導す

る必要があります。データシステムなどを対象としたその他の投資は、その国の保健データ

システムと統合可能な形で実施する必要があります。カイザー・ファミリー財団とボストン

大学の最近の分析によれば、こうした技術支援、プログラム管理、間接費は医療成果の向上

と負の相関関係にあることが判明しており、これらの投資を大幅に削減・転換することが不

可欠であると強調されています。 

非効率のほか、特定の国々では供給網における無駄、窃盗、悪用の証拠も依然として見られ

ます。米国国際開発庁（USAID）の要請に基づき 2020 年から 2024 年まで 10 カ国で実施さ

れたグローバルヘルス物資監査では、訪問した業者の半数が援助国から資金提供を受けた医

療物資の盗難品を販売しており、25％は USAID が資金を提供した物資の盗難品を販売して

いたことが判明しました。ごく少数ではあるものの物資が国境を越えて流通しており、その

規模と巧妙さから犯罪が組織的になりつつあることが示唆されています。こうした横領によ

り、米国の納税者には毎年数百万ドルの負担がかかっている可能性があります。 

さらに悪いことに、2025 年 1 月にはモザンビークにおける中絶関連規制違反が米連邦議会

に報告されました。内容は、PEPFARが資金提供した 4名の看護師が、ヘルムズ修正条項で

成文化されている米国法に違反し、2022 年 4 月から 2024 年 6 月までに少なくとも 21 件の

中絶手術を実施したというものです。この出来事により、プログラムが本来の使命を逸脱し

ているとの懸念が深まりました。2023 年 6 月に 13 カ国の議員や宗教・保健・法律分野の第

一人者 131 名から連名で米連邦議会指導部に送られた書簡では、プログラムとパートナー組

図 3：米国が資金提供する実施パートナーの CEO 報酬の事例 

米国が資金提供する実施パートナーの CEO 報酬の事例 

Abt Associates 社 

RTI International 社 

Chemonics International 社 

PATH 社 

Elizabeth Glaser Pediatric Aids Foundation 社 

Management Sciences for Health 社 

John Snow, Inc.（JSI）社 

Jhpiego 社 

報酬（入手可能な最新年の公開データ） 
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織に対して、「アフリカの思想や慣行と相容れない、争いの火種となる行為を、一線を越え

て推進」しないよう徹底することを要請しています。  
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米国民が保健分野における自国の対外援助プログラムに自信を持ち、さらに同プログラムが

将来にわたり最大限の効果を維持するには、この非効率、無駄、悪用を排除しなければなら

ず、そして、それは可能です。 

依存文化 

ルビオ長官が述べたように、対外援助プログラムの成功とは、プログラムが時間とともに実

質的に縮小することを意味すべきです。成功した保健プログラムは、具体的な成果（感染症

による死亡者数の減少など）をもたらすだけでなく、長期的な依存を招かないよう、時間の

経過とともに被援助国の保健制度に統合されるべきだからです。 

保健プログラムを受入国主体の強靭なものにするという考え方は、新しいものではありませ

ん。最近の 3 代の大統領政権はいずれも、公衆衛生プログラムを受入国主体に移行する戦略

を策定してきました。しかし残念ながら、この目標に向けた超党派の政治的支持があったに

もかかわらず、進展はわずかでした。例えば、米国政府が支援する 23 の大規模プログラム

全体では、受入国政府が対策費用の平均 30～40％しか負担しておらず、残りのほぼ全額が

米国政府とグローバルファンドによって賄われています。過去 5 年間、この割合に大きな変

化はありません。 

今こそ、受入国が長期的に主体となるよう、これらのプログラムの移行を開始するときです。

HIV／エイズ、マラリア、結核、ポリオといった感染症は今、これまでとは異なる局面を迎

えています。この 25 年間の大きな進歩に加えて、低・中所得国における所得が増加したこ

とにより、多くの国々に残っている公衆衛生面での成果の格差を解消しつつ、責任を持って

各国の主体性を促進するよう保健分野の対外援助を再設計する機会がもたらされています。

受入国自身もこの方向へ進もうとするかつてない勢いを示しており、これこそがまさに、過

図 4：米国が資金提供したグローバルヘルス物資の横領 

横領監査を受けた業者のシェア 
（2021 年から 2024 年の間に完了した 2 万を超える業者への訪問

USAID が資金提供した物資の盗難品を販売していた業者 

他の援助国が資金提供した物資の盗難品を販売していた業者 

その他の業者 

4 年間の監査結果：国境を越えた不正取引の発見 
供給網安全保障契約（2020～24 年） 

1,105 業者単体が国境を越えて盗難物資を販売 

257 業者単体が、USAID が資金提供した物資の盗難品を

国境を越えて販売 
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去の蓄積を活用し、感染症の将来にわたる継続的な抑制を確実にする、思慮深く戦略的な方

法で、我々が実現しようとしていることなのです。 

 

  

「アフリカはもはや患者であってはならない。自らの健康の運命の設計

者であり提唱者でなければならない...我々は危機対応以上のことを行う

制度の構築を求められている」 

―ガーナ大統領ジョン・ドラマニ・マハマ 
2025 年 8 月 5 日 
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第一の柱：米国をより安全にする 

エボラ出血熱。COVID-19。豚インフルエンザ。ジカウイルス感染症。21 世紀に入り、世界

は多くの感染症とパンデミックを経験してきました。人間同士、そして人間と動物のつなが

りが世界中でかつてないほど増える中、将来のパンデミックの脅威は増大しています。人間

の感染症の 60％は動物を介して広がることがあり、新興感染症の 75％は動物から広がりま

す。病気を阻止するための医療介入は進歩していますが、致死性の病原体もまた生存をかけ

た闘いの中で進化し続けています。 

これらの理由から、「米国第一グローバルヘルス戦略」の第一の柱は、致死的な疾病の米国

上陸や海外の米市民への被害を防ぐために最大限の努力を払い、米国民を確実に守ることで

す。残念ながらこれまで頻繁に目にしてきたように、世界のどこかで感染症の流行が起きれ

ば、それはすぐに米国民への脅威となり得ます。米国政府のグローバルヘルス戦略は、最も

致死率が高く、最も重篤な症状を引き起こし、最も感染力が強く、世界的なパンデミックや

深刻な経済混乱を引き起こす可能性が最も高い感染症の発生を素早く発見し、これに対処す

ることを目的としています。 

監視 

目標 1：流行する可能性のある感染症の発生を発生から 7 日以内に発見できるようにする。 

パンデミックや人間の健康への脅威が次にどこで発生するかを正確に特定することは保健の

専門家でも不可能ですが、発生の可能性がより高い病原体や地理的地域はいくつか存在しま

す。サハラ以南アフリカ、東南アジア、中南米の多くの地理的地域がそうです。これらの地

域は、急速に都市化し、人間と動物の距離が近く（動物が人間への病原体伝搬の媒介生物と

なることが多い）、基礎的な保健制度が貧弱なため新たな病原体が最初に出現したときにそ

れを検出できる可能性が低い地域です。 

米国は可能な限り最大限、二国間の関与によって疾病の脅威に対する世界的な監視を強化し、

リスクが最も高い国々にはさらに重点的に取り組みます。現在、米国はすでに 60 カ国以上

に専門の保健職員を配置しており、これには国務省の保健外交官や米国疾病予防管理センタ

ー（CDC）の疾病管理技術専門家が含まれています。 

米国は、米国大使館のあるすべての国に保健分野を担当する政府職員を配置します。感染症

の負担が大きい国や将来の発生源となる可能性が高い国には、保健職務専任の政府職員をよ

り多く配置します。これらの職員は、国務省、保健福祉省、国防総省など米国政府全体から

派遣されます。 

米国はこれまで、多くのグローバルヘルスプログラムごとに検査能力とデータシステムに投

資してきました。  
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これらの投資を統合して、監視・データ・検査への単一の投資戦略とします。これにより、

感染症発生監視、HIV／エイズ、結核、マラリア、ポリオなど、対象国における米国のグロ

ーバルヘルス戦略のあらゆる側面に対応可能になります。また、感染症発生の可能性を監視

するとともに保健分野の対外援助プログラムを管理するという両方の目的から、各国との必

要に応じたデータ交換を調整します。 

米国は二国間関係を優先して開始しますが、特定国と監視を目的とした二国間関係を構築で

きない場合など、米国政府は目的とする対象を絞った多国間関係にも関与します。こうした

多国間関与は、米国が二国間関係からだけでは得られない監視機能を明確にすることに重点

を置き、限定的かつ具体的に行います。 

感染症発生対応 

目標 2：米国外で発生した感染症の流行を発生源で迅速に封じ込める。 

多くの場合、感染症対応において最初の 72 時間が、病原体の封じ込めに最も重要です。米

国政府は、米国を脅かすあらゆる感染症発生への対応を、発見から 72 時間以内に発動する

ことを最優先とします。米国政府は、米国が資金提供する疾病監視機能、技術協力、そして

外交を組み合わせて活用し、感染症発生の軌跡や疾病を引き起こす病原体の変異に関するリ

アルタイム情報を入手します。現地政府の対応機関を引き込み、さらなるまん延リスクを把

握するとともに、病原体の基本的な遺伝子配列情報や物理的サンプルを入手して、対応や医

療対策の開発・展開に提供します。 

米国政府による実地疫学専門家養成プログラム（FETP）への投資は、この分野における

我々の投資の中で最も多くの見返りをもたらしているものの一つです。このプログラムは、

多数の国々で現地雇用の公衆衛生専門家を大勢育成しており、彼らは近年の多くの感染症発

生において最前線の対応を担ってきました。米国政府職員は、現地政府の職員による各対応

を支援し、また必要に応じ米国政府の国内スタッフを派遣して対応活動を支援します。さら

に米国は、地域内または国内から大量に人員を動員して、随時対応を支援します。 

必要な場合には、診断機器、ワクチン、治療法、個人用防護具、その他の物品も大幅に増強

して、対応を支援します。これらの増強資金は、米国政府が中央で管理し、感染症発生への

対応に随時、迅速に展開できるよう、各国・地域ごとに契約の仕組みを整えます。 

感染症の流行を封じ込めるために渡航措置が必要であると米国の保健専門家が判断した場合

は、他国と協調して実施します。また、米国市民に感染症発生に関する情報を提供し、対象

国での旅行や健康対策に関して情報に基づいた判断ができるようにします。 

米国はさらに、保健分野での二国間対外援助プログラムを通じて構築された保健制度の資産

を活用し、感染症発生への対応を支援します。HIV／エイズ、結核、マラリア対策に使用さ

れるのと同じ保健インフラ（検査機関や医療従事者を含む）が、新たな感染症発生への対応

にしばしば動員されることがあります。 
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ウガンダにおけるエボラ出血熱

対応 
ウガンダではよく知られているエボラ出血熱が

過去 25 年間に 9 件発生しました。ウガンダの

首都カンパラにまで到達した 2025 年の流行を

はじめとして、米国はこれらの流行を阻止する

うえで重要な役割を果たしてきました。2001
年以降、米国はウガンダに対し、検査機能、疾

病監視機能、およびグローバルヘルス・セキュ

リティ・プログラムの資金を提供してきまし

た。ウガンダ政府は、2025 年のエボラ出血熱

発生時には、米国の強力な支援により 8 日間で

エボラ出血熱の発生を検知できました。対応者

たちは、米国が支援した検査と輸送の仕組みを

活用して検体を検査し、米国が支援した監視・

報告システムで情報を共有し、米国が支援した

医療従事者により疑いのある症例の調査と接触

者の追跡を実施しました。米国はまた、迅速に

資金を動員したことで、検問所でのスクリーニ

ングや救命治療法の提供により対応の強化が可

能になりました。ウガンダ保健省は、2025 年 4
月に流行の終息を宣言し、国外や米国への感染

事例はありませんでした。 
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第二の柱：米国をより強固にする 

グローバルヘルスにおける米国のリーダーシップを活用

して中国に対抗する 

グローバルヘルスの対外援助は引き続き、米国が世界各国との二国間関係を強化するために

重要な戦略です。この援助は、我が国をより安全に、より強固に、より豊かにするだけでな

く、他の国々が強靭で永続的な保健制度を構築するのを支援します。米国は、長年にわたり

世界で最も寛大な国であり、現在も補助金、技術支援、人道支援を通じて世界最大の政府開

発援助（ODA）を提供しています。 

対照的に、中国の対外援助は、透明性が欠如しているため、意図的に定量化が困難になって

います。中国の「一帯一路」構想（BRI）は、主に道路・鉄道・港湾・エネルギープロジェ

クト向けのインフラ事業を対象とした融資を通じて数千億ドルを動かし、中国に有利な貿易

連携と経済統合の構築に重点を置いています。しかし、これらの融資は高金利であることが

多く、債務の持続可能性への懸念を生じさせています。さらに中国は、自国の国有企業ネッ

トワークを通じた支援を好んで提供し、依存関係を創出しかねない返済条件で中国政府保証

による無利子融資を活用しています。中国は、自国労働力の雇用を要求することがしばしば

あり、また支援の条件として、中国の利益に有利な国際機関での採決や、中国企業に利益を

もたらす技術移転といった政治的便宜を求めることがあまりにも頻繁にあります。さらに、

中国の対外援助に関する公表データが限られているため、こうした援助が受入国における汚

職や統治問題を悪化させているかどうかは不明瞭です。 

米国による保健分野の対外援助は、米国の国益にとって特に戦略的に重要な大陸であるアフ

リカにおいて、中国に対抗する重要な力となる可能性を秘めています。アフリカ大陸の人口

は、1960 年に世界の 10％だったところから、2050 年までには 4分の 1を占めそうな曲線を

描いて増加しており、世界で最も成長が早い上位 20 の経済圏のうち 12 がアフリカに存在し

ています。複数の国では今も、保健・開発成果の最も低い地区がしばしばイスラム過激主義

の資金調達の温床となっています。またアフリカには、主要鉱物やレアアースの最大級の鉱

脈も複数存在しており、これらは軍事・商業分野の重要な用途で使われる先端技術の材料と

して必須です。 

中国は 2002年から 2021年にかけて、アフリカでの対外援助に約 3,390億ドルを投資しまし

た。このうち約 85％は融資によるもので、主に大規模インフラ事業のためのものでした。

これに対し、米国は同期間に 2,160 億ドルを投資し、その 90％が補助金形式で、60％以上

がグローバルヘルス分野に向けたものでした。この援助は、アフリカ大陸全体で平均寿命の

延伸、国民の健康増進、GDP の成長押し上げに寄与したものの、米国は現地政府から独立

して資金の配分を決定することが多く、国や現地政府の保健省に直接提供される資金はごく

一部でした。その結果、受入国は、米国の資金支出先を必ずしも明確に把握しておらず、ま

た援助が受入国政府の最優先感染症対策に向けられていないことも多くありました。今後は、

グローバルヘルス分野において受入国政府との直接の二国間協定へ移行することにより、米
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国は援助の効果を最大化して二国間関係を強化すると同時に、人命救助と、各国がより強靭

で永続的な保健制度へ移行する支援を確実に両立させられます。 

 

強固なグローバルヘルス二国間協定 

目標 3：複数年の二国間協定を締結して、感染症のまん延を封じ込め、人命を救助し、経済
成長を可能にすることで、重要国との二国間関係を強化する。 

米国による保健分野の対外援助は、3 つの現実に根差しています。第一に、引き続き人命救

助を進展させなければなりません。外国の指導者の大半は、最終的には国民の生活向上のた

めに経済成長を創出したいと考えており、平均寿命の延伸と人命救助は、人的資本と長期的

な経済成長に投資する最も重要な手段の一つなのです。第二に、投資は、受入国政府が支持

するとともに、各国に適切なペースで自立を促す形で実施する必要があります。第三に、保

健分野の対外援助は、米国民に具体的な利益をもたらす二国間関係に重点を置き、米国の国

益を確実に促進するものでなければなりません。 

米国のあらゆる二国間協定において重要な要素は、過去数十年にわたり設定されてきた HIV
／エイズ、結核、マラリア、ポリオに対する意欲的な目標に継続的に取り組むことであり、

併せて認識すべきは、各国が自ら最終的な成果に対する責任を負うこと、また米国政府の支

援は各国の成果に対する貢献の一要素にすぎないことです。米国はまた、トランプ大統領の

第二期任期終了までに、多くの国々で HIV／エイズの母子感染を終止させることを優先させ

ます。米国による保健分野の対外援助が寄与するグローバル目標の詳細は、図 6 で説明して

います。 

図 5：中国および米国の開発資金内訳 

米国の対外援助分野―アフリカ（2006～21 年） 中国および米国による保健分野の対外援助形式（2002～21 年） 

保健 その他 

中国による保健分野の援助 

米国による保健分野の援助 

補助金等 融資 その他 
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図 6：米国による保健分野の対外援助が寄与するグローバル目標 

HIV／エイズ 結核 マラリア ポリオ 

• HIV 感染者の 95％
が自身の感染状況

を把握し、感染状

況を把握している

人の 95％が HIV
治療を受け、治療

を受けている人の

95％がウイルス抑

制状態にあること

を確保する 

• 2030 年までに

HIV 感染を 90％削

減する（2010 年

水準比） 

• 2030 年までにエ

イズ関連死亡者数

を 90％削減する

（2010 年水準

比） 

• 複数の高負担国に

おける母子感染を

終わらせる 

• 2030 年までに結

核罹患率を 80％
削減する（2015
年水準比） 

• 2030 年までに結

核死亡率を 90％
削減する（2015
年水準比） 

• 2030 年までに世

界のマラリア死亡

率を少なくとも

90％削減する

（2015 年水準

比） 

• 2030 年までに世

界のマラリア症例

出現率を少なくと

も 90％削減する

（2015 年水準

比） 

• 2030 年までに少

なくとも 35 カ国

でマラリアを撲滅

する 

• マラリアの撲滅を

達成したすべての

国でマラリアの再

発を防止する 

• 2027 年末までに

野生型ポリオウイ

ルス 1 型

（WPV1）を根絶

する 

• 2029 年末までに

伝搬型ワクチン由

来ポリオウイルス

2 型（cVDPV2）
を根絶する 

米国のグローバルヘルス二国間協定では、4 つの要素を指針とします。  
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最前線支援を完全に維持する（すべての物資購入および

最前線医療従事者への資金拠出を含む） 

PEPFAR 資金約 10 億ドルと非 PEPFAR 資金 3 億 2,500 万ドル以上が、診断機器、医薬品、

殺虫剤浸漬蚊帳などの物資購入に充てられています。さらに、PEPFAR資金約 6億ドルと非

PEPFAR 資金 2 億 2,700 万ドル以上が、患者に直接サービスを提供する医療従事者の給与と

福利厚生に充てられています。米国は、二国間協定の一環として、協定期間中にこれらの最

前線投資への資金提供を現行水準の 100％で維持することを要求します。ただし、受入国の

重要サービス提供力に影響がないと受入国と米国の双方が承諾した理由に基づいて、両国が

異なる資金提供水準に合意した場合を除きます。 

2026 年度は引き続き、米国政府が現在各国で支援している最前線のあらゆる費用について

全額を負担します。2026 年度以降、各国は自国の所得水準に基づいた共同投資水準が必要

になるため、米国はこれらの費用の一部を負担します。対象となる物資には、以下が含まれ

ます。 

HIV／エイズ 

• HIV 治療用抗レトロウイルス薬（小児用製剤を含む） 

• HIV／エイズ診断検査（迅速検査、ウイルス量検査、乳児早期診断を含む） 

• HIV／エイズ予防薬（特に母子感染を予防できる長時間作用型レナカパビルなど極めて

革新的な解決策の展開に重点を置く） 

• 進行した HIV 疾患を検出・治療する診断機器と薬剤 

マラリア 

• 殺虫剤浸漬蚊帳および噴霧剤 

• マラリア診断検査 

• 抗マラリア薬（小児向け季節性マラリア化学予防療法を含む） 

• マラリアワクチン  
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結核 

• 結核診断機器（分子診断機器のイノベーションを含む） 

• 結核治療（薬剤耐性治療を含む） 

• 結核予防療法 

ポリオ 

• ポリオワクチン接種プログラムを支援するために必要な物資 

米国政府は、これらの物資を購入するための共同調達の仕組みを 1 つ以上設立するか、その

設立に貢献します。共同調達は、米国、その他の援助国、および被援助国が、米国企業によ

る革新的な治療薬や診断機器を含む高品質な物資を可能な限り低価格で購入できるようにす

るには不可欠です。 

最前線の医療サービス従事者とは、米国政府の資金支援を現在受け、予防・検査・治療サー

ビスの提供を担っている 27 万人の医師、看護師、および地域の医療従事者を含む、すべて

の最前線医療従事者です。 

2026 年度は、米国政府がすでに各国で支援しているこうした最前線の医療従事者の費用に

ついて全額を負担します。2026 年度以降は、各国は自国の所得水準に基づいた適切なペー

スで、これらの人員を各国の医療予算に統合する取り組みを各国と共同で開始します。原則

として、米国は受入国と協力し、確実にすべての最前線医療従事者が長期的に維持されるよ

うにします。ただし、受入国の重要サービス提供力に影響がないと受入国と米国の双方が承

諾した理由に基づいて、両国が異なる人員配置水準に合意した場合を除きます。 

安定した実績監視システムに合理化し、維持する 

米国は、各国と協力し、安定した実績監視を確実に行うための合理化された手法を構築しま

す。多くの場合、各国は（しばしば米国の資金提供と奨励を受けながら）、疾病ごとにデー

タ監視システムを開発してきました。これらのシステムは、非常に複雑で、並行して運用さ

れることが多く、また各国のより幅広い保健情報システムに全く組み込まれていないか、あ

るいは緩やかにしか結び付いていません。このようなシステムの並存は、効果的に保健介入

を拡大させるために流行の初期段階では必要なことが多かったものの、複数のデータシステ

ムの並行運用は長期的には効果的な戦略ではありません。  
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それぞれの二国間協定の一環として、米国は受入国と連携し、少なくとも次の 4 分野のデー

タを監視できる合理的で安定した実績監視システムを構築します。 

• サービス提供：予防療法を受けている人数、抗レトロウイルス療法（ART）を受けてい

る人数、配布されたマラリア予防用蚊帳の数、マラリア検査・治療を受けた人数、結核

治療を受けた人数など、プログラムのサービス提供状況を監視します。 

• 疫学：HIV、マラリア、結核、ポリオについて、地理的区分別および主要な人口統計学

的区分別の症例数・死亡者数に着目し、感染症の制御状況を監視します。 

• 供給網：供給網の提供システムにおける不正・無駄・悪用を防止・検知する仕組みを構

築します。 

• 共同投資：政府の共同投資を追跡します。 

米国政府は、受入国と協力して、サービス提供と疫学データの長期的な監視計画を策定しま

す。これには、収集が必要な最小限のデータ項目設定の調整、および適切なセキュリティと

プライバシー管理を確保するためのデータガバナンス・フレームワークの確実な整備が含ま

れます。米国政府はまた、長期データ共有協定を確実に締結することで、新たに発生する脅

威の監視、プログラム管理、および法的に義務付けられた報告に必要なデータを米国にもた

らします。 

米国政府は、公衆衛生監視を中心としてさらに、医療物資の在庫管理を円滑に行うためのロ

バストプロセスを確実に導入します。例えば、可能な限り、米国政府は受入国政府と連携し

て、バーコード化や GS-1 ラベル付けといった民間セクターのサプライチェーンにおける共

通のベストプラクティスを確実に実施し、通関港から診療所までの可視性を確保します。 

最後に、米国は各国と連携して正式な移行指標を定め、各国における共同投資を追跡します。

これらの指標すべてにおける実績が、米国による翌年度の保健援助資金の拠出条件となりま

す。具体的な実績の要件は、二国間協定の一環として各国と個別に協議します。 

その他の非最前線投資のすべてを大幅に削減する 

前述のとおり、保健分野の対外援助拠出資金の 60％以上が、物資や医療従事者といった最

前線への投資に充てられていません。米国は、物資や最前線の医療従事者に向けられていな

いこの財政支援を迅速に削減するよう取り組みます。米国が資金提供するグローバルヘルス

対外援助の現行のコスト構造は非効率で、各国が採用すべき持続可能な財政モデルではない

ことから、この再構築は長年の懸案でした。米国がこれらの非最前線投資の迅速な削減に向

けて取り組むには、いくつかの原則が重要になります。  
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米国による保健分野の対外援助プログラムを全病態にわたり統合する 

米国政府による保健分野のすべての対外援助プログラムを国務省に統合することにより、

HIV／エイズ、結核、マラリア、ポリオなどの疾病別プログラムを横断的に統合する非常に

大きな機会がもたらされます。統合が適切に実施されれば、疾病ごとの成果の達成効率を大

幅に上げることができます。例えば、地域の医療従事者団が支援を受けて村落で HIV 検査と

HIV 治療薬の補給を行っているとすると、その医療団は、訓練を受けて態勢を整え、マラリ

ア検査を実施したり、症状が出ていて結核が疑われる患者に効果的な診断検査を勧めたりす

ることが可能になります。 

プログラムの統合は、受入国の保健制度との統合をさらに促進する機会でもあります。各国

政府の保健制度は個別の疾病プログラムごとに管理されているのではなく、病態を横断して

完全に統合されているからです。疾病プログラムを横断して統合する取り組みによって効率

が向上する可能性のある主な分野は、次のとおりです。 

• 供給網：倉庫保管、流通、在庫管理に対する供給網管理手法が統合されると、HIV／エ

イズ、結核、マラリア、ポリオ対策製品が確実に利用可能になり、最終届け先まで効率

的に配送できるようになります。 

• 地域医療従事者：地域医療従事者団が統合され、適切に訓練を受けると、HIV、結核、

マラリア、ポリオに対する地域密着型の検査と予防を実施する態勢が整います。 

• 検査システム：単一アプローチによって発生監視、および HIV・結核のための分子診断

ネットワークを構築することで、中央拠点および診療現場における検査能力の効率的な

活用が確保されます。 

• データシステム：病態を横断した共通データの収集・インフラ・分析プロセスにより、

プログラムの実績把握を促進するとともに、受入国主体の持続可能なデータシステムを

支援します。 

受入国のより幅広い医療システムに統合する 

米国による保健分野の対外援助は、受入国政府が提供している他の医療サービスの仕組みと

これまでよりうまく統合される好機を迎えています。歴史的に、米国の保健援助プログラム、

特に PEPFAR は、多くの場合、並存する物資調達機構、並存する流通網、プログラムごと

の医療従事者、プログラムごとのデータシステムといった並存する複数の構造に頼ってきま

した。こうしたインフラの並存は、成果が急速に向上した理由の一つではありますが、受入

国が長期的に維持することはできないものでもあります。 

今後、米国の保健援助は、可能な限り各国の保健制度と統合して、HIV、結核、マラリア、

ポリオ対策サービスを提供します。これには、必要に応じてサービス提供と技術支援を対象

とした政府間（G2G）資金提供の活用拡大が含まれます。医療物資が国内の流通システム

を利用して移動できるようにしたり、医療従事者の給与を現地のコスト構造に合わせたりす
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ることも含まれます。G2G で実施されたプログラムは、管理コストが大幅に低い傾向にあ

り（図 7 参照）、多くの事例で成功を収めていることが証明されています。 

 

米国政府がサービス提供をより幅広い公衆衛生エコシステムに統合することに成功した一例

が、ザンビアです。米国は、ザンビアの主要 4 州において、主力となる HIV サービスの直接

的な提供支援を、G2G 協定を通じ、米国に拠点を置く実施パートナーから州政府へ移行す

ることに成功しました。このプロセスにより、HIV 治療の適用範囲が拡大してウイルスが

31％抑制されただけでなく、HIV 感染者 1 人当たりの基本支援コストが 44％削減されまし

た。 

同様にケニアでも、多くのカウンティ（自治行政区）で、資金提供と現場レベルの技術支援

を実施パートナーからカウンティ政府の職員へ移行しました。この移行の結果、これらのカ

ウンティでは、技術支援コストが 70％削減されました。同時に、治療を中断した患者の割

合は 50％以上減少し、治療を受けた人数は 2 万人から 10 万人以上へと 5 倍以上に増加しま

した。 

可能な限り G2G 協定を通じて実施することで、米国はより強靭で永続的な現地の保健制度

の構築を支援するだけでなく、米国の二国間関係もさらに強化していきます。多くの国々は、

自国のより幅広い国家保健戦略に沿った形で中央政府が実施に直接関与すると、米国の対外

援助の価値を一層高く評価するようになるからです。 

G2G 資金調達が不可能な場合、米国が資金提供する実施パートナーは自らのコスト構造を

現地の相場に合わせて調整し、計画および実施プロセスを中央政府の公衆衛生実績管理プロ

セスに統合させます。米国はまた、各国政府に対して、国民健康保険制度などの公的資金に

よる保健プログラムがあれば、それに必須の感染症対策サービス（診断検査、ART による

治療など）を統合するよう促します。 

図 7：パートナー種別によるプログラム管理予算 

プログラム管理への予算拠出におけるザンビア政府・州保健局と他の実施機構の比較

（2024 年ザンビア） 

他の実施機構（n＝27） 州衛生局（n＝4） 
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民間セクターを最大限実用的に活用する 

民間セクターを活用することによって、保健分野の対外援助に提供効率を向上させる大きな

チャンスがもたらされます。民間セクターの役割は各国の状況によって異なりますが、その

目的は一般的に、提供される支援の種類ごとに一連の指針となる取り組み方に従うことです。 

• 医療物資の調達：ほぼすべての国で、共同調達の仕組みを活用し、民間メーカーから高

品質な物資を最低価格で購入します。 

• 医療物資の流通：国内の民間セクターの物流機能を活用しますが、完全に政府が管理す

る医療供給網インフラを利用すべきコスト面または性能面での強い理由がない場合に限

ります。 

• サービス提供：各国の民間セクターにおける検査機関、診療所、薬局のインフラ水準に

合わせて混合モデルを取り入れ、必要に応じて民間セクターを活用するモデルに投資し

ます。民間セクターのソリューションは、より低コストでより高品質のサービスを長期

的かつ着実に提供できる可能性が高いためです。  

図 8：ケニアの G2G 協定による仕組みの効率性（2017～25 年度） 

HIV 感染者数の推移 

メルカウンティの実施パートナーモデル 

タラカニシカウンティの G2G 技術支援モデル 
実施パートナーによる技術支援 

HIV 感染者数の推移 

現場レベルの技術支援費用の差異 
治療を中断した患者の割合：カウンティの G2G 技術支援モデル

と実施パートナーモデルの比較 

カウンティにおける G2G
技術支援 

エンブカウンティの実施パートナーモデル 

ニャンダルアカウンティの G2G 技術支援モデル 
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• データシステム：可能であれば、政府が完全に設計・管理するデータシステムではな

く、民間セクターの市販ソリューションを活用することで、コストを抑えて継続的な資

本投資を確保します。 

信仰に基づく組織の活用 

信仰に基づく病院や診療所は、疾病負担が最も高い多くの国々で医療提供システムの重要な

役割を担っています。例えば、エスワティニとウガンダでは信仰に基づく提供者が提供能力

の 50％以上を占め、他の多くの国々でも 40％以上を占めています。 

信仰に基づく組織は、米国政府と連携して保健分野の対外援助を提供しており、その実績は

20 年以上に及びます。信仰に基づくプログラムが成功しているのは、信仰心が非常に厚い

アフリカの多くの国において特に、宗教指導者が地域社会から高い信頼を得ているためです。

さらに、信仰に基づくプログラムは、農村地域を含め人がいれば届くため、成功しやすい傾

向にあります。信仰に基づく地域社会サービス提供モデルも、既存のインフラを活用して間

接費を抑制できることから、費用対効果が高くなる傾向があります。さらに、信仰に基づく

図 9：特定国における信仰に基づく提供者の浸透率と影響力 

国 信仰の浸透率 
信仰に基づく医療施

設の総数 
信仰に基づく医療

施設の市場シェア 

ザンビア キリスト教徒 98％ 142 40% 

ジンバブエ キリスト教徒 87％ 174 35% 

タンザニア 
キリスト教徒 61％、イスラム

教徒 35％ 
968 42% 

マラウイ 
キリスト教徒 83％、イスラム

教徒 13％ 
198 37% 

ウガンダ 
キリスト教徒 87％、イスラム

教徒 12％ 
626 50% 

レソト キリスト教徒 97％ 53 40% 

ケニア 
キリスト教徒 85％、イスラム

教徒 10％ 
998 40% 

ボツワナ キリスト教徒 72％ 不明 18% 

ルワンダ 
キリスト教徒 92％、イスラム

教徒 2％ 
153 40% 

エスワティニ 
キリスト教徒 90％、イスラム

教徒 2％ 
157 52% 
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サービスは、民間の寄付者、あるいは現地の宗教団体が集める十分の一税や献金の支援が受

けられるため、時間の経過とともに米国の対外援助に依存せずに持続する可能性があります。 

ザンビアのサークル・オブ・ホープ 

米国政府には、グローバルヘルスを向上させるため、信仰に基づく組織と協力してき

た長い歴史があります。ザンビアでは、「サークル・オブ・ホープ（希望の輪）」と

呼ばれる信仰に基づく組織が、新たに「コミュニティ・ポスト（CP）」モデルを開

発し、宗教団体の人員に支えられた分散型の HIV 検査・治療・予防サービスを支援し

ています。このモデルは、次の 3 つの主要要素を土台としています。（1）人々が働

き、生活し、交流し、礼拝する場所の近くに設置されること、（2）現地で信頼され

る宗教指導者にアウトリーチワーカーとして参加してもらい、サービスを必要とする

人々を特定して付き添ってもらうこと、（3）すべての人員が、ケア提供の際に

「RECIPE」という本質的価値観―責任感（Responsibility）、共感（Empathy）、

思いやり（Compassion）、誠実さ（ Integrity）、情熱（Passion）、倫理観

（Ethics）―を示すよう訓練されていること。 

サークル・オブ・ホープの CP プログラムは、ザンビア 10 州のうち 7 州に拡大され、

そのうち 2 州では州政府が関連費用を全額負担しています。本プログラムは、高いウ

イルス量抑制率（95％）を達成しており、これは他のプログラム（90％）を上回って

います。ザンビアでの成功を受け、コートジボワール、ケニア、南スーダン、ジンバ

ブエもこれに倣って同モデルを実施しています。 

 

受入国からの共同投資を要求する 

これまで、米国による保健分野の対外援助は、受入国政府からはっきりとした誓約を取り付

けずに提供されてきました。今後は、米国政府と受入国との間で締結される複数年の二国間

協定を通じて保健援助を実施します。二国間協定では、説明責任を促進し、将来、米国が資

金提供を解放するため、両国が主要な条件を完全に実行することを義務付けます。 

ただし、被援助国から痛みを伴う譲歩を引き出すことを目的とした中国の融資型協定モデル

の後に続くのではなく、米国が協定に盛り込む要件は、公衆衛生目標の達成と被援助国の自

立へのより円滑な移行にまっすぐ向けられたものです。これにより、米国政府と被援助国は、

実行可能で堅固な計画を策定し、協定期間を通じて継続的に履行するよう相互に動機付けら

れます。  
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協定の内容は、各国の所得水準、疾病負担、政治的安定性などの状況に応じて国ごとに異な

ります。各協定の中核となる構成要素は、次のとおりです。 

• 財政的貢献：スケジュールとタイムラインを設定し、最前線のサービス提供（物資、医

療従事者など）の資金調達を米国政府資金から受入国政府資金へ可能な限り移行しま

す。 

• プログラム指標：米国政府と受入国政府は共同で、主要なサービス提供目標（診断検査

件数、ART 治療者数など）および疫学的目標（症例数、死亡者数）を年ごとの評価基準

に設定します。 

米国は、多額の保健分野の対外援助を受ける各国に専任職員を配置し、このデータの検証と

監査に注力させます。これらの担当者はまた、ヘルムズ修正条項を含むすべての規則・規制

を確実に遵守する責任も担います。 

米国が支援する 71 カ国の大半は、協定期間中に完全な自立へ移行します。一定の財政的貢

献またはプログラム指標が達成されない場合、米国は将来の資金提供を保留する権利を有し

ます。米国は、必要に応じて他の援助国や機関と連携し、すべての援助国からの資金が各国

で最大限まで提供され、十分に活用されるようにします。 

米国による保健分野の対外援助将来計画の立案 

米国政府は、これらの原則を効果的に実行するため、2025 年 10 月から HIV、結核、マラリ

ア、ポリオ、およびグローバルヘルス・セキュリティを含むすべての疾病プログラムにまた

がる新たな統合型保健計画の立案プロセスを開始します。このプロセスでは、将来の米国に

よる保健援助に関して相互に合意できる一連の優先事項を具体化するため、受入国政府、他

の援助国、他の国内パートナーが積極的に関わることが必要になります。計画立案プロセス

の成果として、米国政府と各受入国政府との間で複数年にわたる二国間協定が締結され、こ

れが今後数年間の保健援助の指針となります。 

各協定の厳しさや複雑さは、疾病負担、米国政府による援助への現在の依存度、現行の保健

制度の能力に基づき、状況に合わせて調整されます。大半の協定には受入国政府からの共同

資金提供に関する要件が盛り込まれ、すべての協定には HIV／エイズ、結核、マラリア、ポ

リオを含む関連疾病向けのデータシステム構築およびプログラム指標設定に関する要件が盛

り込まれます。 

米国が支援する 71 カ国の大半との協定には、協定期間内に自立した国へ完全に移行するこ

とが含まれます。米国は対外援助を合理化して、米国との関係が最も深く疾病負担が最も大

きい少数の国々に重点的に取り組むことにより、感染症に対する最善策に資金を集中させら

れるだけでなく、米国にとって戦略的に最も重要な二国間関係にも資金を投入できるように

なります。 
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米国政府の目標は、2025 年 12 月 31 日までに米国による保健分野の対外援助の大部分を受

領する受入国との間で二国間協定に署名し、2026 年 3 月 31 日までに責任分担・目標・説明

責任の仕組みを明記した詳細な実施計画を策定し、これを 2026 年 4 月から開始する保健分

野の次期対外援助実施の指針とすることです。2025 年 10 月から 2026 年 3 月にかけて、米

国政府は 6 カ月間のつなぎ資金提供計画を実施し、これにより、上記の複数年協定が策定・

導入されるまでの間、既存の救命活動を継続します。 

この計画立案プロセスの成果として、米国による保健分野の対外援助の新たな取り組みが始

まります。これは、説明責任と自立を促進し、引き続きさらに意欲的な医療成果を追求し、

米国納税者の負担を大幅に軽減するものです。  
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第三の柱：米国をより豊かにする 

感染症の発生が我が国に上陸するのを防ぐことは、米国をより豊かにするための重要な要素

です。感染症は、世界のサプライチェーンを著しく混乱させ、国際商取引を停滞させる可能

性があります。感染症の発生を予防することは、人命を救うだけでなく、米国の産業と労働

者を守ることでもあるのです。 

さらに、米国には世界で最も革新的なバイオメディカル製品と医療サービス提供モデルが存

在することから、グローバルヘルス戦略ではこれらのイノベーションを海外で推進すること

を重要な焦点としています。これには、保健分野の対外援助プログラムという文脈において

も、自国の保健制度の高度化と質的向上に努める受入国との二国間関係というより幅広い文

脈においても、米国企業を支援することが含まれます。 

パンデミックの防止 

米国が尽力する感染症流行の封じ込めとパンデミックの予防は、米国民と経済を守るうえで

極めて重要な取り組みです。あらゆるパンデミックは、国内総生産の 1％を超える損失をも

たらす可能性があります。 

過去 25 年間、エボラ出血熱、マールブルグ病、重症急性呼吸器症候群（SARS）、ジカウ

イルス感染症、中東呼吸器症候群（MERS）などの感染症の流行は、生産性の損失や旅行・

貿易への影響により何十億ドルもの損失をもたらしてきました。例えば、2015 年に発生し

た MERS の流行は、サウジアラビアから韓国へ拡大し、推定 80 億ドルの損失を出しました。

MERS は、韓国国内だけで 38 名の死者を出したほか、韓国を訪れる観光客数が 37％減少し、

観光活動における損失額は 26 億ドルに上ると推定されました。 

同様に、2014 年から 2016 年にかけ西アフリカで発生したエボラ出血熱の流行では、11,000
人が死亡し、世界経済は 530 億ドルの損失を被りました。米国はこの流行に対応し、緊急追

加資金として 54 億ドルを動員し、国際的な対応を支援するため約 3,000 人の米軍兵士と数

千人の政府職員を派遣しました。米国内では、11 人の感染患者の治療に 500 万ドル以上、

全米 55 カ所にエボラ出血熱治療センターを設置するために 6,600 万ドルを費やしました。 

米国は、感染症の流行を自国への上陸前に封じ込めることにより、国内外において経済と国

民の健康を守ることが可能です。  
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対外援助における調達 

目標 4：保健分野の対外援助プログラムを通じて米国の医療イノベーションを推進する。 

米国は、引き続き保健分野の対外援助資金を活用して米国企業から物資を調達し、これらの

企業が新興市場で存在感を高める機会を創出していきます。2024 年度だけでも、米国政府

は、アボット社、セフィエド社、ホロジック社などの米国企業から 1 億 2,000 万ドル以上の

診断検査を調達しました。マラリア迅速診断検査の 50％、HIV 迅速診断検査の 70％は、米

国のメーカーから購入しており、その調達額は 3 億 5,000 万ドルを超えています。この支援

により、これらの診断検査メーカーは多くの新興市場への参入が容易になり、現在では米国

の対外援助では全く支援されていない製品も販売できるようになっています。 

この戦略は、市場に参入したばかりの新たな米国発のイノベーションにも拡大されています。

2025 年 9 月 4 日、トランプ政権は米国企業ギリアド・サイエンシズ社と共同で、HIV 予防

の新薬である 6 カ月持続型注射剤（レナカパビル）の提供開始に向けた新たな取り組みを発

表しました。米国政府は、その規模を活用してギリアド社に市販前事前融資を提供し、ギリ

アド社が生産能力を構築できるようにしました。さらに、他の援助国にも本取り組みに参加

してもらい、他国から米国技術に対して追加投資を得ることにも成功しました。 

また、米国による保健分野の対外援助プログラムでは、物資の国際輸送に米国の物流企業を

多用しています。例えば、米国は 2016 年以降、アメリカン・プレジデント・ラインズ・リ

ミテッド社、ハパック・ロイド社、マースク・ライン・リミテッド社などの米国籍海運業者

に輸送費として 1 億 200 万ドル、国際（場合によっては国内）物資輸送管理を専門とする米

国拠点の第三者物流企業に 5,000 万ドル以上を支出しています。外国政府が自国の医療物資

供給網の資金提供と管理においてより大きな役割を果たすようになるにつれ、新興市場に広

いネットワークを持つ米国企業を含む民間セクターの物流能力の活用を一層促進する重要な

機会がもたらされています。 

米国がグローバルファンドなどの大規模な多国間基金に拠出してきた資金も、米国製品にと

って新たな市場を創出してきました。2010 年以降、グローバルファンドは米国企業から 35
億ドルの物品・サービスを調達しており、他の国際医療機関も 2012 年から 2023 年の間に

米国メーカーから 125 億ドルを超える物品を購入しています。 

米国政府は引き続き、革新的な米国製品の購入を将来の米国による保健分野の対外援助プロ

グラムの重要要素としていきます。これには、米国企業が開発した最も重要な医療イノベー

ションの利用機会を促進するような共同調達の仕組みづくりの確保も含まれます。連邦議会

からの予算割当額が二国間協定支援に必要な資金を上回る場合、米国は、感染症の方向性を

世界的に変える可能性のある米国企業の革新的で画期的な技術にこれらの超過資金の一部を

投資することを模索します。 
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図 10：対外援助における米国企業からの調達 

プログラム 物資種別 資金拠出 

PEPFAR 診断機器 11 億ドル（2016～25 年度） 

PEPFAR 医療製品 11 億ドル（2016～25 年度） 

米国政府（非 PEPFAR） 医療製品 
1 億 3,900 万ドル（2016～25 年

度） 

グローバルファンド 物品・サービス 35 億ドル（2010～24 年） 

他の国際医療機関 医療製品 125 億ドル（2012～23 年） 

商業パートナーシップ 

目標 5：米国企業が革新的な医療製品・サービスを世界的に展開できる環境を整える。 

グローバルヘルスにおける米国の関与は、直接的な対外援助を超え、二国間のより広範な連

携、貿易、投資を促進して、米国の医療・製薬企業による新興市場へのアクセスを向上させ

ることができます。これは特に、米国が最大のグローバルヘルス投資を実施しているアジア、

アフリカ、中南米など多くの地域で期待できます。例えば、医療市場はアジアだけでも

2030 年までに 5 兆ドルに達すると予測されており、これは同分野における世界の成長の

40％を占めます。同様に、アフリカの医療市場も 2030 年までに 2,500 億ドル以上に急成長

すると見込まれています。こうした市場が発展する中で、米国政府が商業外交の推進におい

て役割を果たせる具体的な複数の機会が存在します。 

最も直接的な機会は、米国企業が生産した医薬品の新興市場におけるアクセス拡大です。米

国の外交は、直接支援にとどまらず、参入障壁の軽減に重要な役割を担っています。例えば、

米国食品医薬品局（FDA）が承認した製品を各国が認めるようにしたり、地域的な規制調和

イニシアチブ（アフリカ医薬品庁など）を推進したりする取り組みを行っています。 

医療市場が成熟するに伴って、通常、診断ツールの需要は途方もなく増加します。米国政府

は、米国の保健援助における検査エコシステムへの大規模投資を礎として、官民双方の検査

ネットワークとの連携促進を支援することができます。これにより、2030 年までに 400 億

ドルを超えると予測される市場において、米国の診断関連企業からの製品提供を活用するこ

とが可能となります。  
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米国企業が医療物流、民間の薬局・診療所、健康データソリューションなどの成長市場を活

用できるさらに大きな機会が、医療物資にとどまらず、医療サービス提供のバリューチェン

全体に存在します。米国政府は、サービス提供を目指す企業と密接に協力して重要な障壁を

特定し、また現地機関との連携を促進して可能な限り迅速な市場参入と事業拡大を可能にし

ます。
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結論 

米国はこれまでも現在も、保健分野の世界のリーダーであることを約束しています。それは、

世界中の感染症の流行が自国に上陸しないよう国土を保護することから始まります。これに

は、各国における包括的な発生監視計画と、発生に迅速に対応するための専用資金が必要で

す。 

米国はまた、複数年にわたる二国間協定を締結することでグローバルヘルスの対外援助にお

けるリーダーであり続け、各国が強靭で永続的な国主導の保健制度を構築する道を歩めるよ

う支援します。これには、主要な最前線サービス（物資および最前線の医療従事者）への資

金提供を維持すること、強固なデータシステムを整備すること、そして技術支援の責任を米

国の実施パートナーから受入国の政府、民間セクター、信仰に基づく組織へと慎重に移行す

ることが確実に行われる必要があります。また、受入国の政府が自国の保健制度における感

染症対策の能力構築に有意義で明確な共同投資を行うことも含みます。 

米国は引き続き、対外援助プログラムと二国間商業パートナーシップを通じ、世界中で米国

の医療イノベーションを推進します。これには、診断機器、医薬品、医療サービスの分野に

おいて世界をリードする我が国の能力を推進することも含まれます。 

米国は、新たな「米国第一グローバルヘルス戦略」により、世界中で数百万人の命を救い、

世界各国が強靭で永続的な保健制度を構築できるよう支援するだけでなく、米国民をより安

全にし、国家をより強くし、国民をより豊かにします。  
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